（R07　冬　府高教　専門部【青年部】）
項目１（４）
○　令和７年４月１日より、国家公務員等の旅費に関する法律が改正され、旅費の支給対象の見直し等が行われ、本府においても、これまでの経緯や国の取扱いを踏まえ、職員の旅費に関する条例の一部改正があった。

○　今回の見直しにより、宿泊費基準額が都道府県ごとに設定され、定額支給から宿泊費基準額を上限とする実費支給になった。

○　また、宿泊手当として、夕朝食代の掛かり増し分に相当する定額を支給することとなり、内国旅行においては、一夜につき2,400円が支給される。
項目２（１）（う）、（１７）
○　オンラインタイムレコーダー（ＯＴＲ）による出退勤記録については、在校等時間の適正な把握のための手続等に関する要綱等を定めて管理職へ周知しているところであり、各学校において適切に実施・運用されていると認識している。

○　府教育庁では、これまでも「関係要綱に基づき、教育職員の勤務時間を適正把握し、時間外業務の縮減を図ること。また関係要綱に基づくヒアリング等の実施を徹底し、教職員の健康の保持・増進に努めること」として、各学校あて指示してきた。今後も引き続き、勤務時間の適正把握に努めてまいる。
項目２（１２）
○　府教育庁では、今年度より従前の指針を一つに統合するとともに、外部専門相談窓口の相談を日曜日にもできるように拡充した。

○　各学校の校内窓口となる相談員の方々が相談者から相談を受ける際に、適切かつ効果的な対応を行うため、『ハラスメント相談員の手引き』をハラスメント指針とともに、年度当初と秋の２回、府立学校校長・准校長あてに送付し、教職員への周知を依頼している。

○　さらに、従前より教職員に対して、指針や相談窓口の周知徹底を図っているが、「府立学校に対する指示事項」においても、職場におけるハラスメントの防止を取組の重点事項として掲げるとともに、ハラスメントの未然防止、良好な勤務環境の維持、校内相談窓口の周知と適切な対応を取組項目として挙げている。

〇　セルフチェックシート（パワハラ　セルフチェック）については、指針等とあわせて、府立学校校長・准校長に送付しているところ。今後も効果的に活用できるよう努めてまいる。
項目２（２０）
○　評価・育成システムでは、すべての教職員が、学校の目標を共有し、その達成に向けた個人目標を主体的に設定して、校長等の指導・助言を受けながら、意欲的に取組みを進めることを基本としており、教職員が自らの目標を明確にし、育成（評価）者と認識を共通にするために、自己申告票を作成する。

○　目標は、目標設定面談を通じて確定するが、学校の教育目標等の組織目標と明らかに異なる、具体性を欠く、当該教職員の役割・経験に照らして適切でない等の場合には、育成（評価）者から、適切な目標となるよう、目標の修正・変更の指導がある。

○　引き続き、目標の設定にあたっては、教職員と十分に共通理解を図るよう、評価者研修等を通じて、周知を行ってまいる。
項目２（２１）
○　机やロッカーのカギに関する購入・修理等については、各学校へ配当している予算にてご対応いただいているところ。今後も各学校の実情に即した予算配分に努めてまいる。

〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも必要な予算額の確保に努めてまいる。
項目２（２２）
〇　故障している椅子や机に関する購入・修理等については、各学校へ配当している予算にてご対応いただいているところ。今後も各学校の実情に即した予算配分に努めてまいる。

〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも必要な予算額の確保に努めてまいる。
項目３（２）
○　教員特殊業務手当については、平成30年4月から義務教育費国庫負担金の算定基礎額を下回る手当額について増額改定を行うとともに、部活動指導等に係る手当にあらたな時間区分を設ける等の改正を行ったところ。

○　今後とも国の動向や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めてまいりたい。
項目４（９）
○　育児部分休業について、代替措置を講じることは困難である。
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